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Photochromic compounds have attracted much interest because of their potential to modulate physical and chemical properties by light 
irradiation. Although UV light has been frequently used to induce photochromic reactions of conventional artificial photochromic 
molecules, visible light has been utilized in photoreceptors in nature, such as the cis–trans isomerization of retinal in rhodopsin proteins. 
Visible light has several advantages over UV light, reduction of degradation in devices and mutagenesis of cells and the ability to 
penetrate into the inside of the sample rather than UV light. Therefore, the development of visible light sensitive photochromic 
compounds has been recently received much attention. In this review, various molecular designs to develop visible-light-responsive 
photochromic molecules are overviewed. 
 

１．はじめに 

 光と分子の相互作用により生じる光化学反応の代表例

にフォトクロミズムがある。フォトクロミック化合物は、

光の作用により結合様式あるいは電子状態の異なる異性

体を可逆的に生成する。一方の異性体Aに特定の波長の光

を照射すると、分子構造の異なる異性体Bに変化し、その

結果、吸収スペクトルが変化することで色が変わる。フォ

トクロミック化合物は、異性体Bの熱安定性により2種類に

大別され、光照射によって可逆的に変化するP型と、一方

の反応が熱によって進行するT型がある。代表的なP型フォ

トクロミック分子であるジアリールエテンやフルギドは、

光照射により生成する異性体が熱力学的に安定であり、2

状態の双安定性を利用した調光材料や光記録材料などへ

の応用が考えられてきた。一方、光生成物が熱的に不安定

であり、光照射を止めると消色するT型フォトクロミック

分子の1つであるナフトピランは、太陽光下で発色し室内

では消色する調光サングラスへ応用されている。また、ヘ

キサアリールビイミダゾール（HABI）は、光照射により

着色体であるラジカルを生成することから、光ラジカル発

生剤としての応用が検討されてきた。近年ではフォトクロ

ミック材料研究は新局面を迎えており、従来の光記録材料

や調光材料に留まらず、光駆動分子マシンや光応答性超分

子ナノ構造体、薬効制御、膜電位制御、触媒（酵素）機能

制御、薬物送達システム、超解像蛍光イメージング、生命

活動を光で操るオプトジェネティクスなどへの応用が活

発に研究されている1-6)。 

一方、生物は光を情報源またはエネルギー源として活用

することで視覚や走光性を獲得し、また光合成により生命

エネルギーを生み出している。それぞれの機能を発現する

ために、生物は光受容体を生体内に有しており、例えば、

光駆動プロトンポンプを行う膜タンパク質であるバクテ

リオロドプシンや7-10)、網膜において光受容器細胞を形成

するロドプシンが存在する。また、高等植物の発芽や花の

開花を司る光受容体として、赤色光や近赤外光に応答する

フィトクロムや11-17)、紫外光や青色光に応答するクリプト

クロム、フォトトロピンが存在する。多くの光受容体はタ

ンパク質とフォトクロミック分子を組み合わせた複合体

を形成している。生体内で用いられている光応答分子の特

徴として、光異性化反応の駆動光源として毒性の高い紫外

光ではなく、生体に優しく、生体組織透過性の高い可視光

を利用していることが挙げられる。近年では、光触媒や人

工光合成、太陽電池などの材料科学分野においても、可視

光や近赤外光に応答する材料が注目されており、可視光応

答材料の需要は非常に高まっている。 

従来のフォトクロミック分子は分子サイズが比較的小

さいため、少なくとも一方向の光異性化反応にはエネルギ

ーの大きな紫外光を使わざるを得なかった。しかし、フォ

トクロミック分子を生命科学分野や材料科学分野で利用

する際に、安価で、なおかつ物質に優しい可視光や近赤外

光で駆動させることは、波長選択的光励起による複雑光応

答系構築の観点からも重要な課題である18)。本レビューで

は、可視光や近赤外光に応答するフォトクロミック分子に

ついて、基本的な分子設計戦略をまとめると共に、近年注

目されている励起光強度や励起波長選択性を有するフォ

トクロミック分子について概観する。 

 

２．ジアリールエテン誘導体 

ジアリールエテンは、1988年に入江によって報告された

代表的なP型フォトクロミック分子である。無色の開環体

に紫外光を照射すると、電子環状反応を起こして着色した

閉環体を与える。閉環体は熱的に開環体に戻ることはな

く、長時間に渡って安定に存在する。ジアリールエテンは

様々な分野で光スイッチ分子として使われているが、結晶

のフォトメカニカル機能や超解像顕微鏡への応用を目指

した蛍光スイッチングが特に注目を集めている5)。 

 ジアリールエテンの開環体は紫外光領域にのみ吸収帯
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を有しており、可視光に対する応答性を開環体に付与する

手法として、大きく分けて、（1）π共役系の拡張、および

（2）光アンテナ部位の導入が挙げられる19-24)。Lehnはジ

アリールエテンにオリゴチオフェンを導入することで、開

環体の吸収帯が約450 nmまで長波長シフトした分子を初

めて報告した（Fig. 1a）19)
。さらに閉環体の吸収帯も700 nm

付近まで長波長シフトしており、異なる2波長の可視光照

射で可逆的にフォトクロミズムを誘起出来ることを示し

た。一方、De Colaらは、ルテニウムの2,2’-ビピリジン錯体

（Ru(bpy)3）を三重項増感剤として導入した（Fig. 1b）20)
。

Ru(bpy)3の
1MLCT遷移は458 nmに存在し、1MLCT状態は

3MLCT状態へと項間交差する。3MLCT状態からの発光寿命

が大きく減少していることから、Ru(bpy)3部位の3MLCT状

態からジアリールエテンへのエネルギー移動が生じ、ジア

リールエテンの励起三重項状態から閉環反応が進行して

いると考えられる。深港、入江らは、ジアリールエテンの

光反応性を損なわずに可視光に対する感度を向上させる

手法として、ベンゾチオフェン部位を酸化したジアリール

エテン誘導体の反応点炭素にπ共役拡張色素を導入するこ

とを提唱している（Fig. 1c）22)
。実際に色素としてペリレ

ンジイミド（PDI）を導入した開環体は、554 nmにPDIに由

来する吸収帯を有している。560 nmの光照射を照射すると

吸収帯は短波長シフトしたことから、閉環体が生成するこ

とでPDIとジアリールエテン部位との共役長が減少してい

ることが示唆された。光閉環―開環反応効率も90%以上を

達成しており、可視光応答型ジアリールエテンの分子設計

として非常に有効である。 

 

３．アゾベンゼン誘導体 

アゾベンゼンは、平面構造のトランス体への紫外光照射

によりトランス−シス光異性化反応を起こし、平面から多

少ねじれた構造を有する橙色のシス体になる。シス体は熱

的に、あるいは420 nm付近の可視光照射によりトランス体

に戻る。アゾベンゼンの紫外光領域に位置するππ*遷移の

吸収波長は、トランス体とシス体で重なっているが、吸光

係数に関してはトランス体の方が大きい。また、nπ*遷移

はππ*遷移と比較して吸光係数が小さく、可視光領域に位

置する吸収波長はトランス体とシス体でほぼ同じである

が、吸光係数に関してはシス体の方が大きい。したがって、

紫外光を照射した場合は、主にトランス体が励起され、シ

ス体の濃度が上昇するのに対して、可視光を照射した場合

は、主にシス体が励起され、トランス体の濃度が上昇する。

そこで、可視光応答型アゾベンゼンを実現するための分子

設計戦略として、トランス体のnπ*遷移の吸光係数を大き

くすること、およびトランス体とシス体のnπ*遷移の吸収

波長をずらし、選択的にトランス体とシス体を励起するこ

とが検討されている25-29)。 

 Woolleyらは、アゾベンゼンのオルト位に電子供与性の

メトキシ基を導入した分子の可視光応答性について報告

した（Fig. 2a）26-28)。トランス体のnπ*遷移は520 nmに存在

するのに対し、シス体のnπ*遷移は460 nmに存在し、60 nm

もの吸収帯の分離が起きている。このトランス体における

吸収帯の大きなシフトは、メトキシ基と窒素上の非共有電

子対の間の相互作用が重要であると考えられている。オル

ト位に嵩高いメトキシ基が導入されることでトランス体

は平面構造からずれ、本来は禁制遷移であるnπ*遷移が許

容となる。また、アゾベンゼンのHOMOは窒素原子の非共

有電子対上に局在している。平面構造のトランス体では、

非共有電子対の近くにメトキシ基が存在するのに対し、シ

ス体ではねじれた構造のため非共有電子対が広がる方向

にメトキシ基が存在しない。このため、トランス体の

HOMOが不安定になることで、HOMO準位が上昇し、シス

体のnπ*遷移と比較してトランス体のnπ*遷移が長波長シ

フトする。このようにして、トランス体とシス体の吸収帯

Fig. 1  Visible-light-responsive diarylethenes. 

Fig. 2  Visible-light-responsive azobenzenes. 
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の分離が達成された。 

 一方Hechtらは、オルト位に電子受容性基としてフッ素

原子を導入し、可視光領域においてトランス体とシス体の

nπ*遷移の分離に成功した（Fig. 2b）29)。アゾベンゼンのシ

ス体では、窒素上の非共有電子対同士が空間的に接近する

ため、電子対同士の反発によりn軌道のエネルギーが上昇

する。そのため、アゾベンゼンではトランス体のn軌道に

比べ、シス体のn軌道のエネルギー準位が高い。電子受容

性基の導入はn軌道の電子密度を減少させるため、電子対

同士の反発が解消され、シス体のn軌道が安定化する。結

果として、シス体のnπ*遷移はより短波長側へとシフトし

トランス体のnπ*遷移との分離が起きる。 

 

４．インジゴ誘導体 

 チオインジゴは1905年にFriedlaenderによって発見され

た赤色系染料である。アゾベンゼンと同様にトランス体は

平面構造をとっているが、シス体では平面から少しねじれ

た構造をしている。チオインジゴのトランス体とシス体は

どちらも可視光領域に吸収帯を有しているため、可視光ス

イッチの要請に適うフォトクロミック分子である30)。ま

た、インジゴの窒素原子にアシル基やメチル基を導入した

分子は、530 nm～670 nmの光でスイッチ可能であり、スチ

ルベンやアゾベンゼンと比較して長波長の光を用いるこ

とができる。しかし、置換基修飾の困難さや、低い変換効

率のために、これらの化合物はそれほど注目されてこなか

った。そこでHechtらは、インジゴの窒素原子をアルキル

基やアリール基で修飾する手法を提唱しており、赤色光に

よるフォトクロミズムに加え、秒～分の領域で熱消色速度

を制御可能であることを報告している（Fig. 3a）31)。一方、

チオインジゴとスチルベンを組み合わせた構造を有する

ヘミチオインジゴは1883年にBaeyerによって報告された
32)。チオインジゴと同様に、ヘミチオインジゴもZ体とE体

の間の光異性化反応を可視光で行うことができる。Dube

らは、ヘミインジゴを用いて赤色光スイッチを達成してい

る（Fig. 3b）33-35)。スチルベン部位としてジュロリジンを

導入したヘミインジゴにおいて、DMSO中でZ体とE体の極

大吸収波長は、それぞれ520 nmと580 nm付近に存在してい

る。E体の吸収端は680 nm近傍まで存在しており、生体の

窓領域である近赤外光を用いたスイッチが可能である。ま

た、Z体とE体のどちらも光定常状態での変換効率98%以上

を達成しており、今後の応用展開が期待される分子の一つ

である。 

 

５．逆フォトクロミック分子 

通常のフォトクロミック分子とは反対に、着色体が最も

安定な異性体であり、可視光照射によって無色体へと異性

化する現象を逆フォトクロミズムという。逆フォトクロミ

ック分子の利点は、フォトクロミック反応を引き起こす励

起光源として物質や細胞へのダメージの少ない可視光を

利用できることと、光異性化反応の進行に伴って無色にな

るため、励起光の透過率が高くなり、物質深部まで効率的

に光反応が進行することである。逆フォトクロミズムを示

す代表的なフォトクロミック分子にスピロピランがある。

スピロピランは、無色の閉環体に紫外光を照射すると、着

色した開環体を生じる。開環体は可視光照射、あるいは熱

反応によって閉環体に戻る。しかし、開環体は双性イオン

構造を有するために、水溶液中などの極性環境で、無色の

閉環体よりも安定になることがある36-47)。このような場合、

安定な開環体に可視光を照射することで、無色の準安定な

閉環体に異性化し、閉環体は熱反応で着色した開環体に戻

る。しかし、スピロピランの逆フォトクロミック特性は媒

質の極性に強く依存するため、媒質に依存しない逆フォト

クロミック分子の開発が望まれている。 

５－１．ジメチルジヒドロピレン 

 ジメチルジヒドロピレンの逆フォトクロミズムは1965

年に報告されたが、最初の論文中では逆フォトクロミズム

という用語は使われなかった48)。ジメチルジヒドロピレン

は、ジアリールエテンと同様に光照射によって閉環―開環

反応を起こすが、着色体である閉環体のほうが安定であ

り、閉環体への可視光照射、または熱によってメタシクロ

ファン構造をもつ無色の開環体へと異性化する。無色体か

ら発色体への熱戻り反応の活性化エネルギーは20～25 

kcal/molと比較的大きいため、熱的に発色体へ戻すには数

時間を要する。また、種々の置換基効果が検討されており、

2位に電子受容性基を導入すると熱戻り反応速度が大きく

なり、メチル基やtert-ブチル基を導入すると熱戻り反応速

度が小さくなることが明らかとなっている49)。また、Hecht

らはアミノ基とニトロ基を導入することで、発色体の吸収

端を800 nmにまで長波長シフトさせることに成功してい

る50)。3状態以上の複数の異性体間でのマルチフォトクロ

ミズムを目指し、ジメチルジヒドロピレンを分子内に2ユ

ニット以上有する化合物の合成もいくつか報告されてい

る。二つのジメチルジヒドロピレンを縮合させることで連

結させた化合物は、二つの部位が閉環した閉環―閉環構造 

Fig. 3  Visible-light-responsive indigos. 
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は得られず、開環―開環構造と開環―閉環構造の間を光異

性化するのみであった。これは、一方が閉環した時に、も

う一方の開環体を励起しても、開環体から閉環体へのエネ

ルギー移動が生じることで閉環反応が進行しないためと

考えられる。Mitchellらは、スペーサーとしてクリセンや

ビスエチニル基で二つのジメチルジヒドロピレンを架橋

することで、二つのユニットを共役させつつ、エネルギー

移動を阻害することでマルチフォトクロミズムを達成し

た（Fig. 4）51-53)。これらの化合物は、二つの逆フォトクロ

ミック部位を用いたマルチフォトロクロミック分子の最

初の例である。 

５－２．DASA 

 近年、急速に注目を集めている逆フォトクロミック分子

に、Stenhouse saltsがある。Stenhouse saltsの逆フォトクロミ

ズムは、1982年に本多らによって報告されたが、その当時

は分子構造変化や反応機構は不明であった54)。2014年にな

ってRead de Alanizにより新しく見いだされた汎用的な合

成法により繰り返し耐久性に優れた様々な誘導体が報告

され55)、一連の誘導体はDASA（Donor-Acceptor Stenhouse 

Adducts）と名付けられた（Fig. 5a）。また、Feringaらによ

って、フォトクロミック反応の詳細な反応機構も明らかに

された56)。空間的に伸びた分子構造を有するDASAの着色

体は500～600 nmに吸収帯を有し、可視光を照射すると、

空間的に縮んだ分子構造の無色体になる。無色体は熱反応

により安定な着色体へ戻る。DASAの着色体は疎水性であ

るのに対して、無色体は双性イオン構造を有しており親水

性であるため、可視光照射によって、疎水性と親水性を切

り替えることができる。ドナーであるアミノ基部位を変化

させることで近赤外領域付近まで吸収帯をシフトさせる

ことが可能であり、アクリレートやメタクリレート系ポリ 

マーとの共重合体中でも逆フォトクロミズムを示すこと

が報告されている57)。簡便な合成手法に加え、これらの分

子構造変化や、親水性―疎水性スイッチ特性により、薬物

送達システムなどへの応用などが期待されている58,59)。 

５－３．ビナフチル架橋型イミダゾール二量体 

 ビナフチル架橋型イミダゾール二量体 BN-ImD

（binaphthyl-bridged imidazole dimer）は2013年に著者らに

よって報告された最も新しい逆フォトクロミック分子で

ある（Fig. 5b）60)。従来の架橋型イミダゾール二量体は、

イミダゾール環間にC-N結合を形成した消色体が熱的に最

も安定な分子種であったのに対し、イミダゾリルラジカル

をビナフチル基で架橋した場合ではビナフチルの一方の

ナフタレン環とイミダゾール環の間でC−N結合を形成し

た着色体が安定体として得られる。この構造は発色団とし

てジアザフルベン骨格を有しており、500 nmに吸収帯を有

することから溶液は赤色を呈する。この吸収帯は可視光照

射により消色体へと異性化することで完全に消失し無色

となり、室温で約20分かけて元の赤色状態へと戻る。また、

光励起によって着色体と消色体の結合が解離し同じビラ

ジカル（半減期9.4マイクロ秒）を生成することがナノ秒レ

ーザーフラッシュフォトリシス測定より明らかとなった。

このように、BN-ImDは、着色体、ラジカル、無色体の三

種類の分子種が関わる特異的な逆フォトクロミズムを示

す。フェナントロイミダゾリルラジカルとフェノキシルラ

ジカルをビナフチル基で架橋したBN-PICは、イミダゾール

二量体の場合と同様に逆フォトクロミズムを示し、消色体

の半減期が1.9秒と約30倍熱戻り反応が高速化する61)。これ

らの逆フォトクロミズムは溶媒極性に依存せず、ポリマー

中においても観測可能なことから逆フォトクロミズムの

化学を発展させる重要な発見であるといえる。 

 

 

Fig. 4 Stepwise negative photochromism of 
dimethyldihydropyrene. 

Fig. 5  Negative photochromism of (a) DASA and (b) 
BN-ImD and BN-PIC. 
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６．多光子吸収過程による可視―近赤外光励起フォ

トクロミズム 

 一般的に、高励起電子状態は迅速に無輻射過程を経て最

低励起状態へと緩和するため、高いエネルギーの光を物質

が吸収したとしても、そのエネルギーを全て利用すること

はできない。しかし、近年では高励起状態からの特異な光

化学反応やアップコンバージョンを利用したフォトクロ

ミック反応が多数報告されている。 

 Brandaらは、ランタニドを含んだアップコンバージョン

ナノ粒子を用いて、近赤外光照射によりジアリールエテン

のフォトクロミズムを誘起することに成功した62,63)。

Er3+/Yb3+やTm3+/Yb3+を含むNaYF4のコアシェル型ナノ粒

子は、980 nmの光を照射すると、光強度が大きいときは紫

外光（約350 nm）を、光強度が小さいときは可視光（約550 

nm）をアップコンバージョンにより放出する。つまり、強

い980 nmの光を照射するとナノ粒子より放出された紫外

光により開環体が励起され、閉環体へと変化する。一方、

弱い980 nmの光を照射するとナノ粒子から放出された可

視光は閉環体を励起し、開環体へと変化する。 

 宮坂、内田、入江らは、ビス（メチルフェニル）アミノ

基を導入したジアリールエテンでは、非共鳴の同時多光子

吸収過程により1280 nmの近赤外光照射のみで、閉環―開

環反応を制御可能なことを見出した（Fig. 6a）64)。光強度

が強い時は、紫外領域に吸収帯を有する開環体の3光子吸

収が支配的となり、閉環反応が進行することで着色する。

一方、光強度が弱い時は、約640 nmに吸収帯を有する閉環

体による2光子吸収が支配的となり、開環反応が優先的に

進行するため、消色する。このフォトクロミック反応は、

光強度に応じて選択的にジアリールエテンの開環体と閉

環体を選択的に励起しているため、後述のオルソゴナルス

イッチを行う上でも重要な知見を与えている。また、多光

子反応を利用することで高い空間分解能での光パターン

形成が可能であることに加え、スイッチに必要な励起光源

が1波長のみであるため、蛍光イメージング分野において

も、今後の応用展開が期待される。 

著者らは、高速フォトクロミック分子である[2.2]パラシ

クロファン架橋型イミダゾール二量体（PC-ImD）を用い

て、段階的二光子吸収を利用した可視光励起に成功した

（Fig. 6b）。PC-ImDは最低励起一重項状態（S1）の解離型

ポテンシャルに沿って結合解離反応が進行し、ビラジカル

を生成する。S1←S0遷移は450～500 nm近傍に存在すること

が量子化学計算と電気化学測定から求められているが、

HOMOとLUMOが互いに直交しているため遷移確率が極

めて小さく、可視光照射によりS1へ直接励起することがで

きない。そこで、著者らは亜鉛ポルフィリン（ZnTPP）を

増感部位として導入したPC-ImD-ZnTPPを合成した65)。

PC-ImD-ZnTPPは、423 nmにSoret帯、483、511、548、589 nm

にQ帯に帰属されるZnTPPに特徴的な吸収帯を有する。波

長532 nm、強度0.06 mJ/mm2のピコ秒パルスレーザーを励

起光として時間分解吸収スペクトル測定を行うと、ZnTPP

部位のS1状態が励起三重項状態（T1）へと項間交差し、そ

の後、T1が基底状態へと戻る過程が観測された。一方、励

起光強度を1.2 mJ/mm2に増大すると、励起後300 psにはビ

ラジカルに由来する吸収スペクトルが観測された。ビラジ

カルの生成量は励起光強度の2乗に比例して増大したこと

から、ZnTPPの段階的2光子吸収によりビラジカルが生成

することが示唆された。また、励起後数十ピコ秒の時間領

域ではZnTPPカチオンに特徴的な吸収スペクトルが観測

されたことから、ZnTPPの高励起状態からPC-ImDのLUMO

に電子が注入されることでC-N結合が解離し、ビラジカル

が生成したことが明らかとなった。この結果は、近赤外光

で誘起可能な高速フォトクロミック分子の開発に繋がる

重要な知見を与えている。 

 

７．２つのフォトクロミック部位を連結した高機能

フォトクロミック分子 

 可視光応答フォトクロミック分子の応用例の一つとし

て、オルソゴナル光スイッチ分子が報告されている。一分

子内に二つ以上の光応答部位を組み込み、それぞれの光応

答部位を異なる波長の光で選択的に反応させることを、オ

ルソゴナル光反応、あるいはオルソゴナル光スイッチとい

う66-69)。2000年にスイスのBochetは、異なる波長の光に応

答する二つの光分解性保護基を一分子内に導入したケー

ジド化合物（光分解性の保護基で生理活性分子を保護し、

一時的にその活性を失わせた分子）を合成して、オルソゴ

ナル光反応の概念実証を報告した（Fig. 7a）66-68)。実際に、

波長254 nmの紫外光を照射すると、一方の光分解性保護基

が優先的に外れるのに対して、波長420 nmの可視光を照射

すると、もう一方の光分解性保護基が優先的に外れること

を示した。 

Fig. 6  Multi-photon induced photochromism of (a) 
diarylethene and (b) PC-ImD. 
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Feringaらは、正フォトクロミズムを示すアゾベンゼン

と、逆フォトクロミズムを示すDASAの両方を一分子内に

有するフォトクロミック分子を用いたオルソゴナル光ス

イッチを報告した（Fig. 7b）70)。DASAの無色体は波長300 

nmよりも短波長側の紫外光で着色体に光異性化し、着色体

は波長500〜600 nmの可視光で無色体に光異性化する。一

方で、アゾベンゼンは 300〜400 nmの紫外光でトランス体

からシス体への光異性化が、400〜500 nmの可視光でシス

体からトランス体への光異性化が起きる。また、Blégerら

は可視光応答型アゾベンゼンと通常のアゾベンゼンを組

み合わせることで、照射する光の波長によって選択的に片

方の部位が反応するマルチフォトクロミズムを報告した

（Fig. 7c）71)。このように、構成要素であるフォトクロミ

ック分子の吸収帯間の重なりが小さい場合、各々のフォト

クロミック反応を独立に誘起することができる。オルソゴ

ナル光スイッチは、単一の光応答部位しか持たないフォト

クロミック分子では実現することが難しい複雑な光応答

分子システムを作るために有効な手段となる。 

 一方で著者らは、逆フォトクロミック部位である

BN-PICと正フォトクロミック部位であるTPICを連結させ

ることで、励起光強度に応じて変化色を制御可能な新しい

バイフォトクロミック分子を開発した（Fig. 8）72)。オルソ

ゴナルスイッチ分子では、二つのフォトクロミック色素間

の共役を切断するように設計されているのに対し、可視光

に応答する逆フォトクロミック分子を増感剤として正フ

ォトクロミック分子に弱く共役させることで、正逆両方の

フォトクロミック反応を単一波長の可視光励起により誘

起できる。弱い可視光を照射した際には、正フォトクロミ

ック反応由来の緑色の濃度が溜まらず、優先的に逆フォト

クロミック反応が進行し、オレンジから黄色へと溶液の色

が変化する。一方で、強い可視光を照射すると瞬時に正フ

ォトクロミック反応が進行するため、照射した部分が深緑

色へと変化する。このように、励起光強度に依存して着色

状態の色調が変わる可視光応答フォトクロミック分子は、

室内光などの背景光に影響されない高選択的光スイッチ

分子の実現という観点からも重要な知見を与えている。さ

らに、励起光波長や励起光強度に依存するマルチフォトク

ロミズムは、複数の機能を制御可能な分子スイッチや分子

マシンの開発において重要な光応答部位と成り得る。 

 

８．おわりに 

 可視光照射により複数の状態間を可逆的に変換できる

フォトクロミック分子は、材料科学や生命科学分野におけ

る光応答システムを構築するための重要な基盤となる。特

に、「生体の窓」と呼ばれる近赤外光領域の光に対して感

度を有するフォトクロミック化合物の合成は、光応答材料

の発展に必要不可欠な重要な課題となることが予想され

る。しかし、可視光に感度を有するということは、日常用

いる蛍光灯や、観察用の背景光など、微弱光でも光反応が

進行してしまう問題を内包している。光強度に対して非線

形的な応答を示す現象は非線形光学応答として知られて

いるが、非線形光学応答の発現には高強度パルスレーザー

光のような高強度光源が必要となる。そのため、インコヒ

ーレント光に対して非線形応答（閾値応答）を示す可視光

応答フォトクロミック分子を創製するための分子設計指

針や学術基盤の構築が今後期待される。 
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